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○御殿場市市民協働型まちづくり事業補助金交付要綱 

平成１９年３月２２日 

告示第７８号 

改正 平成２１年６月１５日告示第１５４号 

令和７年１月６日告示第４号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、御殿場市市民協働型まちづくり推進指針（令和３年４月１日改定。

以下「指針」という。）に規定する市民協働型まちづくりを推進し、市民と行政との協

働による住み良い地域社会を実現するため、市民協働事業を実施する市民活動団体に対

し、予算の範囲内において補助金を交付することに関し、必要な事項を定め、その交付

に関しては、御殿場市補助金交付規則（昭和３０年御殿場市規則第１２号）及びこの要

綱の定めるところによる。 

（一部改正〔令和７年告示４号〕） 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 市民協働事業 指針に規定する市民協働型まちづくりを推進する事業をいう。 

(2) 市民活動団体 市内に活動拠点を有し、公益性のある非営利事業（宗教活動、政治

活動及び選挙活動を目的とする事業を除く。）に自主的に取り組む、３人以上で構成

する団体をいう。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、市民活動団

体が自ら企画し、市内で実施する市民協働事業とし、次に掲げる事業の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

(1) はじめの一歩事業 これから活動を始めようとする市民活動団体で、かつ活動の継

続を前提として計画されている市民協働事業 

(2) 市民提案事業 市民活動団体が、市民と行政との連携による住み良い地域社会を実

現するために、その専門性及び特性を発揮することが期待できる市民協働事業 

２ 前項に規定する補助対象事業が、次の各号のいずれかに該当するときは、補助の対象

としない。 

(1) 同一年度において、国、地方公共団体、民間団体等から他の制度による補助、助成

又は委託を受けている事業 

(2) 事業の効果が特定の個人又は団体に帰属するもの 
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(3) 専ら営利を目的とし、公益性を欠くもの 

(4) 先進地視察、各種会議又は講演会への出席及び人的な交流を主たる目的とするもの 

(5) 市民活動団体が所有し、又は賃借している施設の建設、改修若しくは維持管理又は

物品の購入を主たる目的とするもの 

（補助金の額等） 

第４条 補助金の額は、次の各号に掲げる事業に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) はじめの一歩事業 事業に要する経費の１０分の１０以内の額とし、１件あたり１

０万円を限度とする。 

(2) 市民提案事業 事業に要する経費の１０分の１０以内の額とし、１件あたり３０万

円を限度とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる経費は補助の対象経費からは、除くもの

とする。 

(1) 市民活動団体の事務所等を維持するための経費 

(2) 市民活動団体の経常的な活動に要する経費 

(3) 市民活動団体の構成員に対する人件費、謝礼等の経費 

３ 補助金の交付回数は、当該年度において同一団体は１回限りとし、同一事業を継続す

る場合は、３年を限度とする。ただし、はじめの一歩事業については、１回を限度とす

る。 

（一部改正〔令和７年告示４号〕） 

（補助金の申請及び審査） 

第５条 補助金の交付を要望しようとする市民活動団体（以下「補助要望団体」という。）

は、御殿場市市民協働型まちづくり事業補助金要望書兼申請書（様式第１号）に次に掲

げる書類を添えて市長に提出し、審査を受けるものとする。 

(1) 市民活動団体の概要（様式第２号） 

(2) 事業計画書（様式第３号） 

(3) 事業収支予算書（様式第４号） 

(4) その他補助金の交付に関し参考となる書類 

２ 市長は前項に規定する審査を御殿場市市民協働型まちづくり推進協議会設置条例（平

成２１年御殿場市条例第２号）に規定する御殿場市市民協働型まちづくり推進協議会（以

下「協議会」という。）に依頼する。 

３ 第１項に規定する審査の基準及び方法は、市長が別に定める。 

４ 協議会は、審査結果を取りまとめ市長へ報告するものとする。 

（一部改正〔平成２１年告示１５４号〕） 
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（補助対象事業の選考及び通知） 

第６条 市長は、前条に規定する報告を受けたときは、補助金の交付の可否を検討し、御

殿場市市民協働型まちづくり事業補助金選考結果通知書兼交付決定通知書（様式第５号）

により、補助要望団体に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第７条 補助金の交付決定を受けた補助要望団体（以下「補助対象団体」という。）は、

御殿場市市民協働型まちづくり事業補助金交付請求書（様式第６号）を市長に提出する

ものとする。 

２ 市長は、前項の請求書の提出があったときは、速やかに補助対象団体に補助金を交付

するものとする。 

（実績報告等） 

第８条 補助対象団体は、補助対象事業が終了したときは、速やかに御殿場市市民協働型

まちづくり事業補助金実績報告書（様式第７号）に、次に掲げる書類を添えて市長に提

出しなければならない。 

(1) 収支決算書（様式第８号） 

(2) 領収書の写し 

(3) その他市民協働事業に関する資料 

（活動報告会） 

第９条 市長は、補助対象団体の活動実績を市民に公開し、併せて市民活動団体相互の交

流及び意見交換を図るため、活動報告会を開催する。 

（補助金の返還） 

第１０条 市長は、補助対象団体が次の各号のいずれかに該当するときは、既に交付した

補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

(1) 虚偽その他不正な行為により補助金を受けたとき。 

(2) 補助対象事業の内容を変更したとき。 

(3) 市長が適当でないと認めたとき。 

（補則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１９年４月１日から施行する。 

（御殿場市市民公益活動促進事業補助金交付要綱の廃止） 

２ 御殿場市市民公益活動促進事業補助金交付要綱（平成１６年御殿場市告示第２１号）
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は、廃止する。 

（御殿場市市民協働型まちづくり推進協議会設置要綱の一部改正） 

３ 御殿場市市民協働型まちづくり推進協議会設置要綱の一部を次のように改正する。 

第２条中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

（３） 御殿場市市民協働型まちづくり事業補助金交付要綱（平成１９年御殿場市告

示第７８号）第５条に規定する審査に関すること。 

附 則（平成２１年６月１５日告示第１５４号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（令和７年１月６日告示第４号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ この告示を施行するために必要な準備行為は、この告示の施行前においても行うこと

ができる。 
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様式第１号（第５条関係） 

（一部改正〔令和７年告示４号〕） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

様式第４号（第５条関係） 

様式第５号（第６条関係） 

様式第６号（第７条関係） 

様式第７号（第８条関係） 

（一部改正〔令和７年告示４号〕） 

様式第８号（第８条関係） 

 


